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研究成果の概要： 

本研究は、従来の競争戦略論が有する競争観に対する批判的検討を行うとともに、競争にお

ける相互交渉を通じて有効な経営戦略や資源がダイナミックに変容する経営戦略の理論的基盤

を構築することを目的とする。本研究では、具体的に制度派組織論に基づいた新たな戦略観の

理論的基盤を整備するとともに、継続的に我が国におけるオンライン証券業界における企業間

競争を分析することを通じて、多面的に繰り広げられる企業間競争に対する新たな知見をまと

めることができた。この他にも、我が国の伝統的な取引制度である製造業におけるアッセンブ

リー・メーカーとサプライヤーのダイナミックな関係を考察し、またわが国の企業が情報技術

を活用しつつ高めていく競争力を把握するための新たな方法を開発し、実際に大規模サンプル

調査を通じて明らかになる含意を検討してきた。 
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１．研究開始当初の背景 

研究開始当初の背景には、70年代には米国

を凌駕し圧倒的な競争優位を構築していたわ

が国の半導体産業が、90年代から現在にかけ

ては、再び米国および米国のファウンドリー

技術を購入した韓国などのファブレス企業に

逆転されていることに対する問題関心があっ

た。こと半導体産業に対しては、これまでの

多くの議論はある一時点の結果について産業

のポジショニングや資源などの観点から後付

けの説明はなされてきたが、なぜある時代の

圧倒的な強者が、次の時代には敗者になって

しまうのかについての論理的な説明は出来て

いなかった。本研究では、それゆえ、企業間

競争について一時点での成功要因を検討する

のではなく、競争的立場の逆転・再逆転が繰



り広げられてきた歴史的経緯の中で、経営戦

略論の理論的基盤を研鑽しようと考えた。 

 
２．研究の目的 
本研究は、従来の競争戦略論が有する競争

観に対する批判的検討を行うとともに、競争

における相互交渉を通じて有効な経営戦略や

資源がダイナミックに変容する経営戦略の理

論的基盤を構築することを目的とする。 

経営戦略論は、当初は経営資源の配分のた

めの多角化戦略にはじまり、特定の産業にお

ける企業間競争や、競争優位を構築する経営

資源というように、その主題が時代の経営課

題を反映して変遷してきた。そのなかで本稿

が批判的検討の対象とするのは、ポーター以

降の競争戦略論と、近年勃興している資源ベ

ース視覚である。下記で詳しく検討するが、

産業組織論をもとに発展してきた競争戦略論

では、いかに完全競争に陥ることなく、特定

の産業の中で独占的状態を得るのかという根

源的な問いがあった。そこでは産業内でのポ

ジショニングを通じて他社に模倣不可能な障

壁を取ることが戦略的行為の要になる。これ

に対して、バーニーらを中心とした資源ベー

ス視覚では、それらの障壁は組織の資源によ

ってはじめて可能になるという視点を提示し、

よりミクロな視点から競争戦略論を裏付ける

議論を展開するようになっている。 

しかしながら、これらの議論で共通してい

るのは、ある特定の競争環境のもとで独占状

態を確保しようとするという図式である。こ

の図式においては、ある特定の競争環境つま

り特定の産業における競争のルールが所与と

されており、競争に参加する企業はより優位

な企業の模倣する以外の方法をとり得ないと

いう論理が存在する。しかしながら、社会科

学における環境とはそもそもこのようにマク

ロ的に規定されるルールというよりは、むし

ろある戦略を取る競争相手の意図を相互に意

味を読みあう交渉行動によって構成されたも

のであることが考えられる。本研究の目的は、

このような問題意識のもとで、競争戦略論の

新しい理論的基盤を構築することである。 

 
３．研究の方法 
 本研究を推進に当たっては、文献レビュー
と、フィールド調査、およびアンケートに基
づいたサーベイ調査を行った。 
 文献レビューでは、第一に、新たな戦略観
を構築するための理論基盤として制度派組
織論が検討された。しかし、制度派組織論、
とりわけ 80 年代に隆盛であった新制度学派
においては、制度とは合理的な原理では説明
できない社会的な活動を生み出すことを示

すための概念として提唱され、企業の合理的
な意思決定に基づいた戦略を捉えるにはふ
さわしくないと考えられてきた。しかしなが
ら、本稿の立場では、そもそも企業の戦略を
合理的な意思決定に基づいて捉えるもので
はなく、何がしかの制度を前提としたものと
してとらえようとするものである。その限り
において、制度派組織論の立場から戦略がい
かに理論的に再定式化されるのかを検討す
ることが必要であると考えた。 
 また、企業の競争優位を分析するための方
法についても検討を行った。具体的には、企
業の競争力を把握するためのケイパビリテ
ィ概念の再考である。従来、ケイパビリティ
概念は、企業が競争力を高めていく能力とし
て捉えられ、実証研究では主に実際にケイパ
ビリティを経由して企業間競争の結果が説
明できるかどうかが焦点化されてきた。しか
しながら、この考え方は、企業間競争を峻別
する要素を、企業が保有する能力（正確には、
より効率的な生産関数を構成する能力）とし
て把握するという伝統的なものにすぎない。
企業間の競争的立場の逆転・再逆転を捉える
ためには、ケイパビリティ概念はその存在を
実証研究を通じて確かめるというものでは
なく、そうした能力があったと仮定して、そ
の時々の競争優位につながる能力がいかな
るものであるのかを具体的に明らかにして
いくことである。こうした方法論的立場は、
実証研究の方法に関しても従来とは異なっ
た考え方の上に立つ。それゆえ、本研究では
実証研究によって導かれた発見の意味合い
を基礎づけるための理論的検討を行った。 
 フィールド調査としては、主に、我が国の
製造業における大手アッセンブリー・メーカ
ーとサプライヤーとの関係の歴史的変遷と、
オンライン証券業界における企業間の多面
的競争に焦点を当てた。 
 前者のフィールド調査は、本研究が当初に
着目してきた半導体産業を含みこんだより
広範な対象でありつつ、我が国の競争優位の
源泉として語られてきた系列を中心とした
中間組織の在り方を再検討しようとするも
のである。後者のフィールド調査は、企業間
の多面的な競争の在り方を捉えるべく、オン
ライン証券各社の戦略を丹念に追っていく
というものである。そのため、この調査は研
究期間を通じて継続的に探索されてきた。 
 アンケートに基づいたサーベイ調査につ
いては、IT を利用した企業の競争力を実際に
測定しつつ、業界ごとに形成される能力の多
様性を検討するというものである。このよう
に企業の競争力につながるケイパビリティ
の有無を確かめるというものではなく、そう
した競争力を把握するための創発概念とし
てケイパビリティを捉えたときには、むしろ
時間的・空間的コンテキストを前提とした競



争力のあり方を具体的に検討することにな
る。また、具体的に検討されたのは、業界ご
との差異ばかりではない。本研究では、組織
内部の実践として、役職や職種、経験年数、
使用される情報システムの種別など、多様な
切り口から能力の在り方が検討された。こう
した方法を、本研究では「計量的モノグラフ」
と呼んできた。 
 
４．研究成果 
 本研究成果は、前項で示した方法に基づい
て行われた研究に示される。 
 まず、企業間競争を捉えるための新たな理
論基盤となる先行研究の検討は、「５．主な
発表論文等」に列挙される雑誌論文①③④⑦
⑪および学会発表①②においてまとめられ
ている。そこでは、先述のように新制度学派
において退けられてきた企業の戦略的行動
を制度的に捉え直すような検討が行われて
きた。具体的には、制度は従来の議論が論じ
てきたように人々の外から行動を規定する
ような拘束力を持つものではない。制度とは、
一方では競争のルールを規定しつつ、他方で
はその競争のルールがあるからこそ、新たな
戦略の形成を可能にするようなものである。
この背後には、分析者がいったん説明した制
度の内容を自明視してしまうことによって、
現実の制度的実践のダイナミズムが取りこ
ぼされてしまうという方法論的課題も根付
いている。本研究では、このように企業間の
競争として実践的に把握されつつ、その成立
とともに新たな競争が生み出されていくダ
イナミズムを捉える概念枠組みを検討する
ことになった。同時に、このことは既存の戦
略論に対する代替案として、既存の戦略論が
前提としてきた、企業の「戦略的エージェン
シー」、「資源」、「市場」、「成果の捉え方」に
対して新たな概念規定を行うことができた。 
 次に、我が国の製造業の制度的変遷につい
ては、雑誌論文④⑨⑫においてまとめられて
いる。本研究では、戦後において我が国の製
造業で系列組織が形成されてきた歴史的経
緯に遡りつつ、これまでも様々な関係の在り
方が結ばれてきており、またその関係が新た
な関係を必要とするような実践的課題を見
出させてきたことを丹念に検討することが
できた。系列組織をわが国の製造業における
競争力を担保する理念的モデルとして考え
る傾向が強い中、こうした歴史的変遷と新た
な関係形成の可能性を示すことができたと
いう意味において本研究が見出した意義は
大きい。 

また、オンライン証券のフィールド調査に
ついては、先述のように本研究において継続
的に取り組んできたテーマであり、雑誌論文
①②③⑥⑪⑬および学会発表①においてま
とめられている。具体的には、松井証券、ジ

ョインベスト証券、カブドットコム証券、オ
リックス証券といった、オンライン証券に参
加する様々な企業固有の戦略を丹念に追っ
ていくというものである。彼らの戦略の在り
方は、単に多様だというわけではなく、企業
間競争によって作られた顧客の嗜好性にも
依存する。つまり、企業間競争は時間的に多
様化していっており、すでに松井証券が切り
開いたフロービジネスとしての制度的ルー
ルとは異なった（そのルールを前提とした）
次元での競争へとシフトしている。こうした
含意を取りまとめた論文が学会誌等で報告
されてきた。 
 最後に、企業の競争力に関するサーベイ調
査の方法論の整備については、雑誌論文⑧⑩
⑯⑰および学会報告③でまとめられてきた。
本研究もまた、研究期間を通じて継続的に検
討がなされてきたものであり、当初は、これ
まで競争力に直接的な貢献をもたらすもの
とされてきた技術を巡る基本的な概念を巡
る議論の整理から始められた。それは、技術
それ自体を本質的な特性を持った存在とし
て捉えるものではなく、関係的（競争的）な
実践のうちに位置づけられていくという本
研究の一貫した理論的立場に立つものであ
る。その上で、本研究では、実際に技術を利
用する企業の競争力を測定するための方法
論を検討した。これが、「３．研究の方法」
で先述した「計量的モノグラフ」という方法
である。本研究では、この方法を用いて様々
な分析を行ってきた。まず、東京都立病院の
電子カルテ導入に伴う組織変化を分析する
方法としても採用され、雑誌論文⑨⑭⑮およ
び学会報告④にまとめられている。 
そして、こうした研究成果を生み出してい

く中で可能となったのが、我が国の企業の競
争力を、情報技術を使いこなす IT 経営力と
して位置づけ、大量のサンプリングによって
測定したサーベイ調査であった。このサーベ
イ調査の結果は、日本情報処理開発の主催の
下に行われたものであるが、筆者はこのサー
ベイ調査を実施するワーキンググループの
座長としてその全体設計から分析に至るま
でのすべてに関わっている。この研究成果は、
その他の研究業績としてあげられている①
②にまとめられている。 
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